
八街市協働のまちづくり推進計画 別添１

協働推進体系別の外部評価シート

協働推進体系 協働推進１【担い手】担い手づくり

事業名

事業番号 １ 区・自治会への参加促進

事業番号 ２ 協働のまちづくりＰＲ用パンフレット作成

事業番号 ３
小中学生に向けた市民協働の啓発・ボランティア活動

への参加体験

事業番号 ４ 民間事業者における社会貢献活動の促進

事業番号 ５ ＮＰＯ法人の設立支援

事業番号 ６ 市民講演会等の開催

事業番号 ７ 高齢者の地域活動への参加促進

事業番号 ８ 高校・大学等の教育機関との連携促進

外部評価

（協働のまち

づくり推進

委員会）

○コロナ禍において働き方や生活スタイルが変わってきている中

で、地域づくりの担い手となりうる人材も変化してきているが、

そもそも地域と行政の対話が全く足りていないことから、地域に

どのような人材がいるのか掘り起こしができておらず、仮に人材

がいたとしても地域づくりへの関わり方についての整理もなされ

ていない。地域づくりの担い手を増やしていくためには、身近な

問題や課題（日常生活の困り事など）について徹底的に話し合え

る場をつくり、まずは、それぞれが地域の課題を認識して、自分

事として捉えてもらうためのキッカケづくりを数多く行っていく

必要がある。

○自分達の地域に何が必要なのかを対話を通じて発見し、浮き彫り

になった課題をしっかりと共有し「見える化」していくことが肝

要であり、それぞれの主体が互いに補完し役割を果たしながら課

題解決を図っていく必要がある。

○地域の課題に対して当事者意識をもって向き合える人が、地域の

担い手であり、八街への愛着が当事者意識につながる。担い手づ

くりをするということは、言い換えれば子どもの世代から郷土愛

を養っていくということであり、そのためには子どもたちがまち

づくりを提案できる場や学ぶための講座を設けることも必要であ

る。市内でも地域の声を学校運営に活かす取り組みとして「コミ

ュニティスクール」の設置が検討されているが、様々な世代や人

材が集まる拠点として機能すれば、異世代間交流や人材育成の場

にもなっていくものと考えられる。

○担い手づくりを進めるには、行政と教育機関（学校、教育委員

会）の連携もポイントになる。地域づくりの現場に担い手が不足

している一方で、教育の現場（特に生涯教育）には担い手となり

うる人材がたくさんいるので、地域づくりの現場と学びの場をマ

ッチングさせていく必要がある。また、学んだことや自ら持つス

キルを活かして、生涯にわたって輝き続ける人材を発掘し、磨

き、育てるための場も必要である。現場からのまちづくり、身近

なところからのまちづくりに注力することが肝要である。



八街市協働のまちづくり推進計画

協働推進体系別の外部評価シート

外部評価

（有識者）

「主体・団体別」の担い手づくりという視点から、「課題解決」

の担い手づくりという視点に転換させていくことが重要である。

「主体・団体別」による担い手づくりがなされている一方、既存

の枠組みだけでは、新しい層の担い手を発掘・育成していくことが

難しいところがある。どうしても既存の役割を担わなければならな

いという負担感が出てしまい、新しい発想や手法を活かそうという

動きが生まれづらい。

これに対して、何が課題なのかを明確にし、それに対して誰が何

をできるのか、幅広く問うていくことが必要である。具体的な課題

を知る中で、自分に何ができるかを考える機会があれば、様々な可

能性を見出していくことができると思われる。このことを踏まえた

上で、「課題の発見・理解・発信・共有」をできるだけ具体的に進

めながら、様々な世代や立場の者が考え、提案し、具体的な行動に

出ることができる環境づくりを促進させることが急務であると思わ

れる。従来の縦割りに囚われず、分野・世代・立場を超えた交わり

が膨らんでいくことを期待したい。



八街市協働のまちづくり推進計画

協働推進体系別の外部評価シート

協働推進体系

協働推進２【しくみ】市民と行政との関係づくり

２－１ 情報共有 事業番号９～１１

２－２ 話し合いの場づくり、機会づくり 事業番号１２～１５

２－３ 市民活動連携支援 事業番号９，１６～２０

事業名

事業番号 ９ 市民活動サポートセンター（まちづくりセンター）の設置

事業番号１０ 市民協働活動の事例周知

事業番号１１
市ホームページにおける市民活動推進に関する情報

掲載ページの開設

事業番号１２
市民主体による円卓会議（協働のまちづくり連絡協議

会）の実施

事業番号１３ パブリックコメント制度の導入

事業番号１４ 審議会等への公募等による市民の参画促進

事業番号１５ 市政に関する出前講座の実施

事業番号１６
市民活動支援アドバイザー（コーディネーター・つなぎ

役）の育成・設置

事業番号１７ 市民活動リーダーの育成

事業番号１８ 市民提案型まちづくり活動支援補助金制度の創設

事業番号１９ コミュニティビジネス・ソーシャルビジネスの普及促進

事業番号２０ 地域まちづくり組織の設立・運営支援

外部評価

（協働のまち

づくり推進

委員会）

○様々な分野で活動の担い手となりうる熱い想いを持っている市

民がいるが、そのような人と人とが出会い、地域の課題につい

て話し合える場や機会が少ない。また、人・モノ・お金・情報

などのまちづくりに活かせる地域資源が掘り起こされておら

ず、それらの資源をコーディネートする人材も見出せていな

い。話し合える場や機会をつくり、地域の課題や資源を共有・

発信する拠点や、地域を面で捉えて地域に点在する様々な資源

を多方面へ丁寧につなぎ合わせる機能がないことが、協働のま

ちづくりを遅滞させている大きな要因として考えられることか

ら、まちづくりコーディネーターや（仮称）市民活動サポート

センターといったソフトとハード、両面の整備を着実に進めて

いく必要がある。

○市民協働推進課の職員が地域に出向き、地域資源の把握に努め

ていることは評価できるが、それらの情報を活かし、課題の解

決に向けて連携する動きにはなっていないため、把握した地域

資源に関する情報を共有し、活用する仕組みが必要である。例

えば、地域づくりに関わる市民や市民活動団体、事業者、学校

等の様々な活動を取材し、ＰＲ動画を作成して発信することな

どが仕組みとして考えられる。そうすることによって、八街へ

の愛着や郷土愛を呼び起こしていくことにもつながると考えら

れ、その取り組み自体が担い手の掘り起こしや育成の場、ある

いは地域づくりへの協力者を募る場にもなり得る。



八街市協働のまちづくり推進計画

協働推進体系別の外部評価シート

外部評価

（有識者）

市民と行政との関係づくりとして、市民活動サポートセンター

の設立が期待されているが、財政面で暗礁に乗り上げている。た

だ、こうした市民と行政を媒介する場は必要不可欠であり、市民

と行政職員が双方で相談や提案を持ち寄り、それらを確かめ合い

ながら、具体的な協働事業を編み出していくことが重要である。

そうした橋渡しができる場を設定していくことを期待したい。

この点、財政面で対応することが難しければ、市内外にこのセ

ンターの意義と必要性を幅広く訴えかけ、クラウドファンディン

グのような方法も駆使しながら、寄付型で設置・運営を考えてい

くことも一案である。財政面を理由にして着手を断念するのでは

なく、できることを考えていくことが必要と思われる。

また、市民と行政とが相互に理解を深めていく場としては、ま

ちづくり協議会や地域円卓会議のような場の設置も注目される。

何らかのテーマに関して、行政・地域ではどのような取り組みが

なされているのか、如何なる成果が上がり、課題が残されている

のか、立場の異なる者同士が情報を持ち寄り、現状について徹底

的に深掘りしていくことが重要である。そうした深掘り作業の中

から、必要な連携が生み出されていくと考える。

既存の枠組みや手法では課題解決ができていないこと、これら

を深掘りしながら、どこで何が必要とされているのかを共有して

いくこと、これが協働には必要不可欠である。



八街市協働のまちづくり推進計画

協働推進体系別の外部評価シート

協働推進体系
協働推進３【地域資源】まちづくりに活かす資源（ひと・お金・モノ・情報）

の充実

事業名

事業番号２１ 空き家・空き店舗を活用したまちづくり拠点の整備

事業番号２２ 地域資源を有効活用するための調査・研究

事業番号２３ 協働人材バンク制度の創設

事業番号２４ 市民活動に対する寄付金の創設

事業番号２５ ふるさと納税の利活用

外部評価

（協働のまち

づくり推進

委員会）

○市民協働推進課の職員が地域に出向き、地域資源の把握に努めて

いることは評価できるが、それらの情報を活かし、課題の解決に

向けて連携する動きにはなっていないため、把握した地域資源に

関する情報を共有し、活用する仕組みが必要である。例えば、地

域づくりに関わる市民や市民活動団体、事業者、学校等の様々な

活動を取材し、ＰＲ動画を作成して発信することなどが仕組みと

して考えられる。そうすることによって、八街への愛着や郷土愛

を呼び起こしていくことにもつながると考えられ、その取り組み

自体が担い手の掘り起こしや育成の場、あるいは地域づくりへの

協力者を募る場にもなり得る。

○地域資源（人・モノ・お金・情報）に関する生きた情報を得るた

めには、地域に出向いて情報収集する必要があるが、市民協働推

進課の職員だけでは圧倒的にマンパワーが足りない。例えば「協

働サポーター」として市役所内外から協力者を募り、サポーター

を通じて SNS などのツールを用いて情報を収集・発信することで

協力者を募ることが考えられる。また、サポーター同士、定期的

に交流する場、いわゆる出会いの場、共感の場を設けることで、

横の連携を促し、新たな協働事業を展開していくことも考えられ

る。さらに、コワーキングやシェアリング、クラウドファンディ

ングといった新たな手法を取り入れて地域資源をつなぐ関係づく

りも求められている。

外部評価

（有識者）

地域資源をめぐっては、徹底的な洗い出し作業が必要と思われ

る。しかもそれは、従来型の地域貢献という枠組みだけにとどまる

必要はなく、例えば地域におけるビジネス展開など、幅広く射程を

広げて、様々な資源を引き出していくことが重要である。

また、それらを促進していくためには、どこで何が求められてい

るのか、具体的な課題とともに考えられていく必要がある。例え

ば、具体的にいくらあれば、何ができ、それによってどのような課

題解決が実現するのか、そうした具体的な課題の発信・共有があれ

ば、その内容如何によっては、様々な寄付や投資を引き出していく

ことが可能となる。具体的な活動の場所が必要とされているのであ

れば、その共感如何によっては、空き家・空き店舗の使用提案が出

てくるかもしれない。市外に住む市出身者にとって、地元を応援し

たくなる提案が出てくれば、そこから応援の裾野が広がる可能性も

ある。いずれにしても、具体的な課題を共有する中で、資源を多角

的に引き出す誘因を考え、そこに活かせる資源を持った当事者を積

極的に見出していくことが何よりも求められていくと思われる。



八街市協働のまちづくり推進計画

協働推進体系別の外部評価シート

協働推進体系 協働推進４【行政提案】行政から市民への働きかけ

事業名
事業番号２６ まちづくりサポーター制度の創設

事業番号２７ アダプト・プログラム制度（公共施設の里親制度）の創設

外部評価

（協働のまち

づくり推進

委員会）

○各担当課によって協働に対する意識のレベルに差があり、協働の

視点が不足していたり、目的やビジョンが明確になっていない事

業が多い。目的やビジョンを具体的に示し協力を求めることで、

自分事として取り組む意識が醸成されていくものと考えられる。

○行政から市民への働きかけは、目標や目的など目指すべき方向を

示して、行政ができること、できないことを市民へきちんと伝え

ることが出発点となるが、行政はできないことを市民へ伝えよう

としない。行政が縦割りをなくし、市民と課題ベースで話し合う

場や機会がなければ、行政がどのような協力を必要としているの

か、市民に何ができるのかをお互いに理解し合うことは不可能で

ある。

○行政から市民への働きかけの１つの手法として、行政が保有する

様々な情報を積極的に公開し、情報の活用を市民や市民活動団

体、事業者等に委ねるといった方法も考えられる。例えば、地域

別の高齢者世帯数や外国人世帯数、ひとり親世帯数などを公開す

ることで、新たな市民活動やコミュニティビジネスにつながるこ

とも考えられる。

○市民の行政参加を促すためには、様々な問題や課題を可視化し、

まちづくりへの関わり方を想像できるように働きかけることが肝

要であることから、活動の魅力や楽しさといった付加価値や、具

体的な取り組みの事例を付け加えて情報を発信するなど、市の職

員が戦略的に情報を活用する力を磨いていく必要がある。

外部評価

（有識者）

市民はまちづくりに無関心だと言われるが、それは逆であって、

潜在的にはかなり関心が高いように思われる。無関心に見えてしま

うのは、まちづくりに関する問題や課題の情報がほとんど発信され

ないか、一般論レベルの情報しか発信されていないからである。さ

らに言えば、行政としてできていないことについて、もっと市民に

状況を説明し、情報を発信していく必要がある。できていないこと

を踏まえることによって、誰が何をすべきなのか、アイデアが膨ら

むきっかけとなる。とにかく、自分たちの問題であると認識しても

らえる情報発信をしていくことが必要と思われる。

市民・民間・地域の力をまちづくりに引き出していくためには、

積極的に情報を発信するとともに、参加できる入り口をもっと増や

していくことが求められる。すぐに事業化できなくても、問題や課

題を共有する場や機会を積み重ねながら、状況に応じて力を持ち寄

れる動きを作り出していくことが肝要である。



八街市協働のまちづくり推進計画

協働推進体系別の外部評価シート

協働推進体系 協働推進５【体制】庁内体制の整備

事業名

事業番号２８ 市民協働推進課の設置

事業番号２９ 協働のまちづくり推進計画の検証組織の設立

事業番号３０ 市職員研修会の実施

事業番号３１ 全庁で取り組む協働推進体制の構築

事業番号３２ 地区別担当者制度の導入

外部評価

（協働のまち

づくり推進

委員会）

○庁内の組織体制が整備され、定期的に職員研修が行われること

によって、協働の考え方が認識されるようになってきているも

のの、まだまだ協働の視点が各課の事業へ取り入れられていな

い現状にあるように見える。市の幹部職員をはじめ、職員が地

域づくりの現場を見て、市民との対話を通じて地域を知ろうと

しなければ協働のまちづくりは進んでいかない。

○市民協働推進課の職員が地域に出向き、地域資源の把握に努め

ていることは評価できるが、把握した情報を庁内で共有し、ま

ちづくりに活かす動きにつながっていないことが非常に勿体な

い。各部署ごとに事業ベースで考えるのをやめて、課題ベース

で考え、関係する部署が情報を共有しながら連携して課題の解

決に取り組んでいく必要がある。

○地域課題や市民ニーズの把握、地域資源の掘り起こしといった

ことは、職員が地域に出て市民との接点を持たなければ進んで

いかないので、職員が業務時間内に地域に出て行けるような組

織の仕組みづくりを検討する必要がある。また、職員一人ひと

りが職務の内容に関わらず地域に目を向け、地域の活動やイベ

ントへの参加を通じて地域を知ろうとする意識が持てるよう、

職員の意識改革を図っていく必要もある。

○税金だけではまちづくりは立ち行かないことを再認識し、地域

資源・まちづくりの力・人の力・人の知恵・お金の流れ・様々

なモノづくり等を見聞して、それらの資源を活かせるように政

策に落とし込んでいくことが求められる。今後、まちづくりを

持続可能なものにしていくためには、自助・共助の取り組みを

出発点として、市民や地域の力を引き出し、自助・共助では解

決できないことを公助で補完する｢補完行政｣の考え方に転換し

ていく必要がある。

○市民の行政参加を促すためには、様々な問題や課題を可視化

し、まちづくりへの関わり方を想像できるように働きかけてい

くことが肝要であることから、情報を戦略的に発信する意識が

醸成されるよう市の職員の意識改革を図っていく必要がある。



八街市協働のまちづくり推進計画

協働推進体系別の外部評価シート

外部評価

（有識者）

市が地域・民間とどのような関わりを持っているのか、一度総

点検してみることを強く推奨したい。地縁団体・ボランティア・

事業者などは、各々に関連する部署から様々な依頼をされたり、

具体的な事業協力を求められている場合が少なくない。あるい

は、子育て・教育・高齢者福祉・地域経済・環境など、これから

地域連携が必要になってくる分野がたくさんあり、今後は各々に

おいて体制整備も問われてくるようになる。そうしたことを見通

しながら、地域において如何なる共助が求められていくのか、各

部署とどのような連携をしていくことが一層の課題解決につなが

るのか、その辺りを事業評価と連動させて、考えていくことが重

要である。


